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１ 日本経済の状況及び国の動向

新型コロナウイルス感染症への対応という新たな課題を踏
まえ、政府は、令和３年６月18日に「経済財政運営と改革の
基本方針2021」等を閣議決定した。

新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社
会のビジョンを示し、

①「グリーン社会の実現」

②「官民挙げたデジタル化の加速」

③「日本社会を元気にする活力ある地方創り」

④「少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現」

の４つの原動力の推進を図るものとしている。

４つの原動力を支える基盤づくりとして、「デジタル時代
の質の高い教育の実現、イノベーションの促進」「女性の活
躍」「若者の活躍」「セーフティネット強化、孤独・孤立対
策等」など成長を支える基盤づくりを進める。



２ 本市の財政状況と今後の見通し(1)

歳入については、令和２年度決算で、市税が歳入全体に占
める割合は19.1％から17.4％に低下し、収入済額の前年度比
においても、約3,354万円の減、マイナス0.9％となった。

現下の社会・経済情勢では、本格的な税収減は令和３年度
以降において顕在化すると見込まれ、今後の地価の下落・所
得の減少の影響と併せ、大幅な税収が想定される状況にある。

一方、歳出については、人件費、扶助費及び公債費の義務
的経費が、歳出総額の約35％と依然大きな割合を占めている。

本市の財政状況を令和２年度決算から見てみると、実質収
支は8億5,487万円の黒字を計上し、単年度収支は2億2,230万
円の黒字、実質単年度収支も4億2,260万円の黒字となった。

本市は平成26年度から30年度までの５年間連続で実質単年
度収支赤字決算を計上してきたが、令和元年度、２年度の２
か年連続の黒字決算を計上し、これまで行財政改革を推進し
てきた成果が現れた結果であり、これらの行財政基盤確保の
流れと市民サービス向上を両立・継続させていく必要がある。



２ 本市の財政状況と今後の見通し(2)

今後は経常的な歳入増加が見込みがたい一方で、老朽化の
進む公共施設の改修・更新等による投資的経費の増加など、
極めて大きな財政需要が見込まれており、市債残高の増加及
び各種特定目的基金の減少を背景とした財政健全化判断比率
等の財政指標の悪化に注意する必要がある。

まだまだ厳しい財政状況を職員一人ひとりが認識し、こう
した状況下での安定した財政運営の堅持に向けた行財政基盤
の更なる強化のために、思い切った歳出削減とメリハリのあ
る予算編成に努めるとともに、行財政の一層の効率化や財源
不足の解消に向けて、積極的に取り組まなければならない。



３ 予算編成の基本的な考え方

「第２次伊予市総合計画」の実現には、新規事業や既存事業
の優先度の高い事業に対し、いかに財源を確保するかが問わ
れている。そのためには、

①全庁的な視点で事業の見直しを行い、

②目的を達成した事業や成果の見出せない事業を見極め、

③事業の統合・縮小・廃止を積極的に推し進めること

が一層求められる。

このようなことから、令和４年度予算編成は、

①「一般財源枠配分方式」を継続することとし、

②事業レベルで優先度の設定を行い、

③優先度に応じた財源の最適配分を図るとともに、より一層
の「選択と集中」を進め、限られた財源の重点的かつ効果的
な活用に努めることとする。



重点的に取り組む事業は、「第２次伊予市総合計画」に定め
た５つの基本目標の実現を目指すために位置付けられる事業
及び国の「経済財政運営と改革の基本方針2021」に関連する
事業とする。

具体的には、主として国が４つの原動力として掲げる

❶「グリーン社会の実現」

❷「官民挙げたデジタル化の加速」

❸「日本社会を元気にする活力ある地方創り」

❹「少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現」

並びに

❺本市が取り組むSDGsの基本理念に基づき、計画的に実施
する投資的経費に対して、重点配分を行う。

４ 基本方針(1)



４ 基本方針(2)

歳出予算については、「一般財源枠配分方式」とし、各課
への一般財源配分枠は、令和３年度当初予算（骨格）額から
一般財源ベースで3.5％削減したものを令和４年度の通年予算
とすることを基準とする。

その他各課で取り組む重点施策は別枠として、財政課の予
算査定を通じて配分を行う。



５ 実行方針(1)

限られた財源を真に必要な事業に重点配分するため、事業の優先
順位付けを必ず行い、効率的に事業採択を行うこと。

その際、行政関与の必要性が高く、より緊急性が高い事業、より
費用対効果の高い事業を優先順位の上位とすること。

事業費の見積りに当たっては、事業目的や成果目標に合わせて、
既存事業をゼロベースから見直し、事業の統合、縮小、廃止を徹底
的に進めること。

事務事業見直しについては、事務事業の実施根拠を明確にし、抜
本的に事務事業の作業工程を整理・検証することで、市事務事業全
体の選択と集中の強化を図ることを目的としており、その一環とし
て行っている以下の取組について、より重点的な見直しを行い、そ
の結果を令和４年度予算案に反映させること。

ア 「第3次伊予市行政改革実施計画」

イ 「令和元年度事務事業における行政評価結果報告書」

ウ 「補助金等の取り扱いに関するガイドライン」



５ 実行方針(2)

年間を通じた一般財源総額は、118億円とする。

この内訳は、通常の一般財源枠として115億円を、

重点施策配分枠として3億円を設定する。

重点施策配分枠として想定する事業は、以下のとおり。

（原則、①②③の条件を全て満たす事業）

①重点的に行う投資的経費（主に普通建設事業費）

②新規事業

③単年度事業または「継続費」を設定した複数年事業


